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規程ＮＯ.１４ 

 

社会福祉法人 村上市社会福祉協議会臨時職員の賃金等の支給に関する規程 

                     

平成２０年４月１日  制定 
  
 

（目  的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人村上市社会福祉協議会臨時職員就業規則第１３条並びに第１４条に基づ

き臨時職員の賃金等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（賃  金） 

第２条 臨時職員の賃金は、基本給のほかこの規程に定める手当及び割増賃金を支給するものとし、額は、

職種別、職務内容、技能、経験、雇用形態等を基に、毎年度予算の範囲内で、会長が別に定める。 

 

（賃金の支給） 

第２条の２ 賃金の支給日は、毎月１回とし、賃金の計算期間は月の１日から末日までとする。 

 ２ 賃金の支給する日は、翌月の２１日とする。ただし、その日が日曜日、土曜日又は休日に当たるとき

は、その日前においてその日に最も近い日曜日、土曜日又は休日でない日に支給する。 

 ３ 月の途中において採用又は退職した者の賃金については、勤務した期間及び時間に応じ支給する。 

 ４ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第２４条の規定により次の各号に掲げるものは、賃金から控

除することができる。 

 （１）職員の代表者と会長で書面により控除することを協定したもの 

 （２）前号のほか、会長が必要と認めたもの 

 

（扶養手当） 

第２条の３ 臨時職員（パート職員を除く）の扶養手当の取り扱いについては、職員の給与等の支給に関す

る規則第１０条の３第１項から第８項の規定を準用する。 

 

（住居手当） 

第２条の４ 臨時職員（パート職員を除く）の住居手当の取り扱いについては、職員の給与等の支給に関す

る規則第１０条の４第１項から第２項の規定を準用する。 

 

（通勤手当） 

第３条 臨時職員の通勤手当の取り扱いについては、職員の給与等の支給に関する規則第１０条の５第１項

から第６項の規定を準用する。ただし、臨時職員（時給）の通勤手当の額は、次の表の使用距離の区分に

応じて支給する。 

 

片道の使用距離 1日の手当額 

２キロメートル以上４キロメートル未満 140円 

４キロメートル以上６キロメートル未満 190円 

６キロメートル以上８キロメートル未満 240円 

８キロメートル以上10キロメートル未満 290円 

10キロメートル以上12キロメートル未満 340円 

12キロメートル以上14キロメートル未満 390円 

14キロメートル以上16キロメートル未満 440円 
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16キロメートル以上18キロメートル未満 490円 

18キロメートル以上20キロメートル未満 540円 

20キロメートル以上22キロメートル未満 590円 

22キロメートル以上24キロメートル未満 640円 

24キロメートル以上26キロメートル未満 690円 

26キロメートル以上28キロメートル未満 730円 

28キロメートル以上30キロメートル未満 780円 

30キロメートル以上32キロメートル未満 830円 

32キロメートル以上34キロメートル未満 870円 

34キロメートル以上36キロメートル未満 920円 

36キロメートル以上38キロメートル未満 970円 

38キロメートル以上40キロメートル未満 1,010円 

40キロメートル以上42キロメートル未満 1,060円 

42キロメートル以上44キロメートル未満 1,110円 

44キロメートル以上46キロメートル未満 1,160円 

46キロメートル以上48キロメートル未満 1,200円 

48キロメートル以上50キロメートル未満 1,250円 

50キロメートル以上52キロメートル未満 1,300円 

52キロメートル以上54キロメートル未満 1,350円 

54キロメートル以上56キロメートル未満 1,400円 

56キロメートル以上58キロメートル未満 1,440円 

58キロメートル以上60キロメートル未満 1,490円 

60キロメートル以上 1,540円 

 

（勤勉手当） 

第４条 臨時職員の勤勉手当は、毎年度予算の範囲内で、会長が別に定める。 

 

（時間外勤務手当） 

第５条 正規の勤務時間を超えて勤務した全時間に対して勤務1時間につき第３項に規定する勤務１時間当

たりの給与額に１００分の１２５を乗じて得た額を時間外勤務手当として支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、就業規則第５条２項の規定に基づき、職務の特殊性によりあらかじめ４週当

たり１６０時間を超えない範囲で定められた勤務時間（以下この条において「変形勤務時間」という。）を

超えて勤務することを命ぜられた職員には、変形勤務時間を超えて勤務した全時間に対して、次項に規定

する勤務１時間当たりの給与額に１００分の１２５を乗じて得た額を時間外勤務手当として支給する。 

３ 勤務１時間当たりの給与額は次のとおりとする 

（１）月給制の場合は給料の月額に１２を乗じ、その額を年間勤務すべき日数に１日の正規の勤務時間数

を乗じて得た数で除して得た額とする。 

 （２）時間給の場合はその額とする。 

４ 契約職員及び月給制の準職員のうち事務筆耕職員並びに介護支援専門員が、臨時職員就業規則第５条第

４項で準用する時間外勤務振替時間を指定された場合において、当該時間外勤務振替時間に勤務しなかっ

たときは、第１項及び第２項に定める割合を乗じて得た額の時間外勤務手当を支給することを要しない。 

 

（休日給） 

第６条 休日等において、正規の勤務時間中に勤務を命ぜられた職員には正規の勤務時間に中に勤務した全

時間に対して、勤務時間１時間につき、前条３項に規定する勤務１時間当たりの給与額に１００分の 
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１３５を乗じて得た額を休日給として支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、契約職員及び月給制の準職員で休日勤務の振替日を取得した場合、休日給は

支給しない。 

 

（深夜勤務手当） 

第７条 正規の勤務時間として午後１０時から翌日の午前５時までの間に勤務する職員には、その間に勤務

した全時間に対して勤務１時間につき、第５条３項に規定する勤務１時間当たりの給与額に１００分の 

２５を深夜勤務手当として支給する。 

 

（処遇改善手当） 

第８条 処遇改善手当は、介護保険法並びに障害者自立支援法に基づく処遇改善加算に上乗せしたものから

支払うものとし、対象者は介護職員処遇改善加算対象職員とする。 

２ 契約職員及び月給制の準職員の処遇改善手当は月額とし、勤務経験年数に応じて（別表１）に基づき

支給する。ただし、準職員（時給）及び新規に採用され（別表１）に該当しない職員の処遇改善手当は

労働時間1時間あたりについて２４円を乗じた額を支給する。 

３ パート職員の処遇改善手当は労働時間1時間あたりについて２４円を乗じた額を支給する。 

 

（介護支援専門員特殊勤務手当） 

第９条 ２４時間対応体制の居宅介護支援事業所に勤務する介護支援専門員（パート職員を除く）に、特殊

勤務手当として月額１，０００円を支給する。 

 

（退職手当） 

第９条の１ 退職手当は、１年以上勤務して退職した場合に支給し、その額は会長が別に定める。 

 

第10条 削除による欠番 

 

（旅 費） 

第10条の２ 臨時職員の旅費の取り扱いについては、職員の給与等の支給に関する規則第１６条から第１６

条の１４の規定を準用する。 

 

（委  任） 

第11条 この規程に定めるもののほか、臨時職員の賃金等の支給に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

附  則（平成２０年４月１日） 

この規程は、平成２０年４月1日から施行する。 

附  則（平成２１年３月３０日） 

この規程は、平成２１年４月1日から施行する。 

附  則（平成２１年１１月２６日） 

１ この規程は、平成２２年１月１日から施行する。 

２ 特別業務手当は、国の行う介護職員処遇改善交付金事業並びに福祉･介護人材処遇改善交付事業を行う期

限までとする。 

附  則（平成２３年２月１５日） 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附  則（平成２４年３月２３日） 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。特別業務手当は、平成２４年３月３１日をもって国の交

付事業終了により廃止する。 

附  則（平成２４年５月２９日） 
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１ この規程は、平成２４年４月１日から適用する。 

２ 業務手当は、介護保険法並びに障害者自立支援法に基づき介護報酬に介護職員処遇改善加算額 

が算定される期限までとする。 

附  則（平成２６年１２月２５日） 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附  則（平成２７年３月２６日） 

この規程は、平成２７年４月１日から適用する。 

 附 則（平成３０年３月２８日） 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 附 則（平成３１年３月２７日） 

 この規程は、令和元年５月１日から施行する。 

  経過措置（平成３１年３月２７日） 

平成３１年３月２７日業務手当（第８条）の改正に関わらず平成３１年度に限り介護職員処遇改善加算対

象外職員の業務手当の支給割合は改正前の半額とし、下記の通りとする。 

１ 嘱託職員及び準職員の業務手当は月額とし、勤務経験年数に応じて（下表）に基づき支給する。 

２ 登録及びパート職員の業務手当は労働時間１時間あたりについて１５円を乗じた額を支給する。 

（下表１）  

臨時職員（準職員）業務手当 

勤続年数 月額（円） 

０年      ０ 

１年 ～ ４年 ５，０００ 

５年 ～ ９年 ６，５００ 

１０年 ～１４年 ８，０００ 

１５年 ～１９年 １０，０００ 

２０年以上 １２，５００ 

注 １）勤続年数の基準日は4月1日とする。 

２）年度途中採用者の場合６ヶ月以上は１年と換算する。 

 附 則（平成２年３月３１日） 

 この規程は、、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年１月２７日） 

 この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則（令和４年３月１１日） 

 この規程は、令和４年４月１日より施行する。 

 

（別表１）  

臨時職員（嘱託・準職員）処遇改善手当 

勤続年数 月額（円） 

０年      ０ 

１年 ～ ４年 ８，０００ 

５年 ～ ９年 １０，４００ 

１０年 ～１４年 １２，８００ 

１５年 ～１９年 １６，０００ 

２０年以上 ２０，０００ 

注 １）勤続年数の基準日は４月１日とする。 

２）年度途中採用者の場合６ヶ月以上は１年と換算する。 


